
1 

 

【 資料第３号 】 

福祉部介護保険課 

 

文京区指定介護予防支援等の事業の人員及び運営、指定介護予防支援等に係る 

介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 改正のあらまし 

（１）指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号）の一

部改正に伴い、指定介護予防支援の具体的取扱方針等を改める。 

また、内容及び手続の説明及び指定介護予防支援事業者の連携の対象者を追加するな

どの見直しを行う。 

（２）その他、規定の整備を行う。 

 

２ 新旧対照表 

改正後（案） 現行 

第一条 （略） 第一条 （略） 

（基本方針） （基本方針） 

第二条 （略） 第二条 （略） 

２～３ （略） ２～３ （略） 

４ 指定介護予防支援事業者は、事業の運営

に当たっては、区、地域包括支援センター

（法第百十五条の四十六第一項に規定する

地域包括支援センターをいう。以下同じ。）、

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三

号）第二十条の七の二に規定する老人介護

支援センター、指定居宅介護支援事業者（法

第四十六条第一項に規定する指定居宅介護

支援事業者をいう。以下同じ。）、他の指

定介護予防支援事業者、介護保険施設、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成十七年法律第百二

十三号）第五十一条の十七第一項第一号に

規定する指定特定相談支援事業者、住民に

よる自発的な活動によるサービスを含めた

地域における様々な取組を行う者等との連

携に努めなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、事業の運営

に当たっては、区、地域包括支援センター

（法第百十五条の四十六第一項に規定する

地域包括支援センターをいう。以下同じ。）、

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三

号）第二十条の七の二に規定する老人介護

支援センター、指定居宅介護支援事業者（法

第四十六条第一項に規定する指定居宅介護

支援事業者をいう。以下同じ。）、他の指

定介護予防支援事業者、介護保険施設、住

民による自発的な活動によるサービスを含

めた地域における様々な取組を行う者等と

の連携に努めなければならない。 
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第三条～第五条 （略） 第三条～第五条 （略） 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第六条 （略） 第六条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予

防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

介護予防サービス計画（法第八条の二第十

六項に規定する介護予防サービス計画をい

う。以下同じ。）が第二条に規定する基本

方針及び利用者の希望に基づき作成される

ものであり、利用者は複数の指定居宅サー

ビス事業者（法第五十三条第一項に規定す

る指定介護予防サービス事業者をいう。以

下同じ。）等を紹介するよう求めることが

できること等につき説明を行い、理解を得

なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予

防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

介護予防サービス計画（法第八条の二第十

六項に規定する介護予防サービス計画をい

う。以下同じ。）が第二条に規定する基本

方針及び利用者の希望に基づき作成される

ものであること等につき説明を行い、理解

を得なければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予

防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、利用者につい

て、病院又は診療所に入院する必要が生じ

た場合には、担当職員の氏名及び連絡先を

当該病院又は診療所に伝えるよう求めなけ

ればならない。 

（新設） 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者

又はその家族から申出があった場合には、

第一項の規定による文書の交付に代えて、

第七項で定めるところにより、当該利用申

込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を使

用する方法であって次に掲げるもの（以下

この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合に

おいて、当該指定介護予防支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。 

３ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者

又はその家族から申出があった場合には、

第一項の規定による文書の交付に代えて、

第六項で定めるところにより、当該利用申

込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を使

用する方法であって次に掲げるもの（以下

この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合に

おいて、当該指定介護予防支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のう

ちア又はイに掲げるもの 

一 電子情報処理組織を使用する方法のう

ちア又はイに掲げるもの 

ア 指定介護予防支援事業者の使用に係

る電子計算機と利用申込者又はその家

ア 指定介護予防支援事業者の使用に係

る電子計算機と利用申込者又はその家



3 

 

族の使用に係る電子計算機とを接続す

る電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録する方法 

族の使用に係る電子計算機とを接続す

る電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録する方法 

イ 指定介護予防支援事業者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに

記録された第一項に規定する重要事項

を電気通信回線を通じて利用申込者又

はその家族の閲覧に供し、当該利用申

込者又はその家族の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに当該重要

事項を記録する方法（電磁的方法によ

る提供を受ける旨の承諾又は受けない

旨の申出をする場合にあっては、指定

介護予防支援事業者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨

を記録する方法） 

イ 指定介護予防支援事業者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに

記録された第一項に規定する重要事項

を電気通信回線を通じて利用申込者又

はその家族の閲覧に供し、当該利用申

込者又はその家族の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに当該重要

事項を記録する方法（電磁的方法によ

る提供を受ける旨の承諾又は受けない

旨の申出をする場合にあっては、指定

介護予防支援事業者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨

を記録する方法） 

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物

をもって調製するファイルに第一項に規

定する重要事項を記録したものを交付す

る方法 

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物

をもって調製するファイルに第一項に規

定する重要事項を記録したものを交付す

る方法 

５ 前項に掲げる方法は、利用申込者又はそ

の家族がファイルへの記録を出力すること

による文書を作成することができるもので

なければならない。 

４ 前項に掲げる方法は、利用申込者又はそ

の家族がファイルへの記録を出力すること

による文書を作成することができるもので

なければならない。 

６ 第四項第一号の「電子情報処理組織」と

は、指定介護予防支援事業者の使用に係る

電子計算機と、利用申込者又はその家族の

使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。 

５ 第三項第一号の「電子情報処理組織」と

は、指定介護予防支援事業者の使用に係る

電子計算機と、利用申込者又はその家族の

使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。 

７ 指定介護予防支援事業者は、第四項の規

定により第一項に規定する重要事項を提供

しようとするときは、あらかじめ、当該利

用申込者又はその家族に対し、その用いる

次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾を得な

６ 指定介護予防支援事業者は、第三項の規

定により第一項に規定する重要事項を提供

しようとするときは、あらかじめ、当該利

用申込者又はその家族に対し、その用いる

次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾を得な
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ければならない。 ければならない。 

一 第四項各号に規定する方法のうち指定

介護予防支援事業者が使用するもの 

一 第三項各号に規定する方法のうち指定

介護予防支援事業者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 二 ファイルへの記録の方式 

８ 前項の規定による承諾を得た指定介護予

防支援事業者は、当該利用申込者又はその

家族から文書又は電磁的方法により電磁的

方法による提供を受けない旨の申出があっ

たときは、当該利用申込者又はその家族に

対し、第一項に規定する重要事項の提供を

電磁的方法によってしてはならない。ただ

し、当該利用申込者又はその家族が再び前

項の規定による承諾をした場合は、この限

りでない。 

７ 前項の規定による承諾を得た指定介護予

防支援事業者は、当該利用申込者又はその

家族から文書又は電磁的方法により電磁的

方法による提供を受けない旨の申出があっ

たときは、当該利用申込者又はその家族に

対し、第一項に規定する重要事項の提供を

電磁的方法によってしてはならない。ただ

し、当該利用申込者又はその家族が再び前

項の規定による承諾をした場合は、この限

りでない。 

第七条～第三十一条 （略） 第七条～第三十一条 （略） 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第三十二条 指定介護予防支援の方針は、第

二条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

第三十二条 指定介護予防支援の方針は、第

二条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

一～八 （略）  一～八 （略） 

九 担当職員は、サービス担当者会議（担

当職員が介護予防サービス計画の作成の

ために、利用者及びその家族の参加を基

本としつつ、介護予防サービス計画の原

案に位置付けた指定介護予防サービス等

の担当者（以下この条において「担当者」

という。）を招集して行う会議をいう。

以下同じ。）の開催により、利用者の状

況等に関する情報を担当者と共有すると

ともに、当該介護予防サービス計画の原

案の内容について、担当者から、専門的

な見地からの意見を求めるものとする。

ただし、やむを得ない理由がある場合に

ついては、担当者に対する照会等により

意見を求めることができるものとする。 

九 担当職員は、サービス担当者会議（担

当職員が介護予防サービス計画の作成の

ために介護予防サービス計画の原案に位

置付けた指定介護予防サービス等の担当

者（以下この条において「担当者」とい

う。）を招集して行う会議をいう。以下

同じ。）の開催により、利用者の状況等

に関する情報を担当者と共有するととも

に、当該介護予防サービス計画の原案の

内容について、担当者から、専門的な見

地からの意見を求めるものとする。ただ

し、やむを得ない理由がある場合につい

ては、担当者に対する照会等により意見

を求めることができるものとする。 

十～十四 （略）  十～十四 （略） 
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十四の二 担当職員は、指定介護予防サー

ビス事業者等から利用者に係る情報の提

供を受けたときその他必要と認めるとき

は、利用者の服薬状況、口腔
くう

機能その他

の利用者の心身又は生活の状況に係る情

報のうち必要と認めるものを、利用者の

同意を得て主治の医師若しくは歯科医師

又は薬剤師に提供するものとする。 

（新設） 

十五～二十 （略）  十五～二十 （略） 

二十一 担当職員は、利用者が介護予防訪

問看護、介護予防通所リハビリテーショ

ン等の医療サービスの利用を希望してい

る場合その他必要な場合には、利用者の

同意を得て主治の医師又は歯科医師（次

号及び第二十二号において「主治の医師

等」という。）の意見を求めなければな

らない。 

二十一 担当職員は、利用者が介護予防訪

問看護、介護予防通所リハビリテーショ

ン等の医療サービスの利用を希望してい

る場合その他必要な場合には、利用者の

同意を得て主治の医師又は歯科医師（以

下「主治の医師等」という。）の意見を

求めなければならない。 

二十一の二 前号の場合において、担当職

員は、介護予防サービス計画を作成した

際には、当該介護予防サービス計画を主

治の医師等に交付しなければならない。 

（新設） 

二十二～二十八 （略）  二十二～二十八 （略） 

第三十三条及び三十四条（略） 第三十三条及び三十四条（略） 

付 則  

この条例は、平成三十年四月一日から施行

する。 

 

 


